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This paper presents an experimental approach on the dynamic load-carrying 

capacity of the steel pipe beam with a flange joint. First, the current status of 

steel pipe beams with joints is presented. Second, the static and dynamic 

(rapid-speed) load tests are performed for the steel pipe cantilever beams with a 

flange joint by changing the loading position. The test results showed that the 

failure mechanism of flange joint by dynamic load was remarkably damaged 

rather than the one by static load at the loading position near the flange joint. 

This cause may be due to the effect of repeated loads and strong shearing force. 

On the other hand, the damage at the loading position far from the flange joint 

was only flexural-tension and no difference between static and dynamic loads. 

Key Words: dynamic load-carrying capacity, flange joint, loading position 
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1．緒 言 

 

鋼製透過型砂防堰堤（以下，鋼製堰堤と称す）は，荒

廃した山間部の渓流や土石流発生の危険性の高い渓流に

建設され，これまで土砂災害の防災，減災に大きく貢献

してきた．一方，土石流捕捉後の現地調査では，巨礫等

の衝突が起因とされる鋼製堰堤の損傷事例も報告されて

いる 1)．これまでの損傷事例では，鋼製堰堤を構成する

鋼管部材の摩耗やへこみ変形が主であったが，近年では，

設計時の規模をはるかに上回る土石流の流下や巨礫の衝

突などによって，写真－1 のように鋼管部材の連結部の

破損やそれに伴う部材の欠落など，鋼製堰堤に多大な被

害を及ぼす事例も見受けられるようになってきた． 

一般に鋼製堰堤は，写真－2 に示すように部材の運搬

や現地での組立の容易さを考慮し，各部材の連結に接合

ボルトによるフランジ継手を採用している．ここで，鋼

製堰堤はその機能上，土石流流体力や礫衝突荷重等の衝

撃力を受ける構造物であるため，継手の損傷は構造体の

倒壊に繋がるおそれがあり，継手は構造体としての一体

性を保つうえで重要な構造要素となっている． 

 鋼管継手に関する研究は，古くからこれまで数多くな

されてきた．実際の鋼製堰堤に用いる鋼管継手の研究と

しては，例えば渡邊ら 2)が鋼管フランジ継手に対して二

点載荷による純曲げ載荷試験を行い，リブプレートの有

無によるフランジ継手の簡易的な設計法を提案している．

一方，継手の動的実験や解析に関する研究としては，肥

後野ら 3)が鋼管にダイアプレートを溶接した継手への重

錘落下衝突実験を行い，継手の有無による中空鋼管の残

存耐力を評価している．この研究から継手部への載荷荷

重の影響による鋼管はり部材の耐荷力の違いについて示

しているが，継手における耐荷性能については言及して

いない．また，園田ら 4)はボルト接合継手（フランジ継

手）を有する鋼管部材の動的解析により部材の破壊メカ

ニズムに関する研究を行っている．しかし，継手部にお

けるボルトの影響や載荷条件について具体的なメカニズ

ムや詳細なデータを示しているわけではない．そのため，

実際の部材における載荷条件の影響による耐荷性能を評

価することが求められている．さらに，実際の鋼製堰堤
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に用いる継手の動的実験や解析に関する研究は，これら

の研究以外にあまり行われていない． 

 そこで本研究では，一般に鋼管を連結する際に使用さ

れている継手構造を調査するとともに，鋼製堰堤に用い

られているフランジ継手の現状を把握する．次に，フラ

ンジ継手を有する鋼管はりに対し，静的および動的（中

高速）載荷実験を行い，その損傷状況と耐荷性能を調べ，

今後の鋼製堰堤に用いるフランジ継手の設計への基礎資

料を提供するものである． 

 

2．鋼管継手の現行設計法と損傷実態 

 

2.1 鋼管継手の一般的な構造形式 

一般的に鋼管継手に用いられている構造形式は表－1

のようであり，直継手やフランジ継手形式は従来から

様々な分野，用途で使用され，連結方式も数多く開発さ

れている．さらに，基礎杭に用いる鋼管継手については，

従来では直継手の現場溶接方式が主流であったが，近年

では現場溶接を要しない機械式継手も採用されている． 

継手の設計に用いる外力は，それぞれの用途に応じて

適切な荷重条件が設定されているが，それらは静的な荷

重であり，衝突等の動的な荷重は考慮されていない．継

手の耐力については，曲げやせん断，圧縮，引張，ねじ

り等に対し，許容応力度法により安全照査を実施してい

る．なお，道路橋示方書 5)では，部材の連結の設計にお

いては，原則として母材全強の 75 %以上の強度をもつよ

うにすることとされており，母材の全強は，許容応力度

を用いて算出するものとされている． 

 

2.2 鋼製堰堤に用いるフランジ継手の設計法 

 現行の鋼製堰堤では，部材の連結に図－1 に示すよう

なフランジ継手を用いている．設計では，土石流流体力

や堆砂圧等の静的荷重により発生する作用応力に対して

安全性を確保するものとしているが，部材と連結部の強

度に大きなアンバランスが生じないよう連結部の強度は

最低限，母材全強（公称降伏応力）の 75 %以上を確保す

ることとしている 6)．ただし，せん断力については作用

応力を用いてよいこととされている 5)．安全性の照査は，

継手を構成する接合ボルトおよびフランジプレートにつ

いて，図－2 に示すように継手に作用する曲げモーメン

トおよびせん断力に対して必要なボルトの直径，本数お

よびフランジプレートの板厚を算出することにより実施

している．ここで，母材全強の 75 %の曲げモーメントが

作用する場合の接合ボルトは，次式により算出される． 

引張 

圧縮 

中立軸 

  

接合ボルト フランジプレート 

a 

0.
8a

 

a：最外縁ボルト間距離 

接合ボルト 
フランジプレート 

  

  

  

  

Mj：モーメント 

Sj 

Sj：せん断力 

Mj 

図－2 フランジ継手に用いる接合ボルト設計の考え方 
 

図－1 鋼製堰堤のフランジ継手の一例 
 

接合ボルト（高力ボルトを使用） 

フランジプレート 

表－1 一般的な鋼管継手の一例 

溶接方式(例) 

形式 連結方式（例） 主な用途 

直継手 

連結板方式 

溶接方式 
タップ型 
ボルト方式 
など 

橋梁，鉄塔， 
基礎杭 など 

フランジ継手 

ダブル 
フランジ方式 
リブ付き 
フランジ方式 
リブなし 
フランジ方式 など 

橋梁，鉄塔， 
配管 など 

機械式継手 

ピン式 

ねじ式  
など 基礎杭 など 

その他 拡径式継手 など 配管 など 

 

リブ付き 
フランジ 
方式(例) 

ピン式(例) 

ねじ式 
(例) 

写真－2 鋼製堰堤の現地組立状況 
 写真－1 鋼製堰堤の損壊事例 

(a) 全景（部材の欠落） (b) 近景（継手部の損傷） 

部材の欠落 

継手部の損傷 
継手部の損傷 

継手部の損傷 
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(1) 

 

ただし，ρM：ボルト 1 本に作用する曲げ引張力，Mj：接

合部に作用する曲げモーメント（Mj ≥ MT = 0.75 σy Z），

σy：母材の公称降伏応力，Z：母材の弾性断面係数，yi：

ボルトから中立軸までの距離（ここでは中立軸を最外縁

ボルト間距離の引張側から 0.8 倍の位置に仮定 7)），Σ：

接合線の片側にあるボルトに対する和，yn：最外縁ボル

トの中立軸からの距離，ρTy：ボルト 1 本あたりの曲げ引

張耐力（ρTy = σyb Abe），σyb：ボルトの降伏耐力（降伏応力），

Abe：ボルトの有効断面積． 

 一方，せん断力に対する接合ボルトの直径，本数は次

式により算出される． 

 

(2) 

 

ただし，ρS：ボルト 1 本に作用するせん断力，Sj：接合部

に作用するせん断力，n：接合部のボルト本数，ρτy：ボル

ト 1 本あたりのせん断耐力（ρτy = σyb / √3 Ab），σyb：ボル

トの降伏耐力（降伏応力），Ab：ボルトの断面積． 

 

2.3 フランジ継手の損傷実態 

鋼製堰堤の土石流捕捉後の調査では，鋼管部材の軽微

な削痕や塗装の剥離等は認められるものの，施設全体は

健全であり，鋼製堰堤の高い安全性が確認されてきた．

しかし，近年，大規模な土石流が発生し，写真－1 に示

すように設計時の外力条件を大幅に上回る巨礫の衝突等

によりフランジ継手の接合ボルトの破断等によって鋼製

堰堤の一部が破壊された 1)． 

図－3 に，これまでに確認されている鋼製堰堤のフラ

ンジ継手の損傷形態を示す．損傷形態は，接合ボルトの

破断とフランジプレートの開きであり，礫等の衝突位置

（外力の作用位置）の違いにより，(a) 継手直撃型，(b) 継

手間中央型，(c) 片持ち梁型の三つのタイプに分類する

ことができる．それぞれのタイプの損傷個所をみると，

曲げ引張力が作用したと想定される箇所での損傷が顕著

であることがわかる． 

 

3．載荷実験 

 

3.1 実験の目的 

 現行の鋼製堰堤の継手設計法と損傷実態に鑑みて，継

手遠方と継手近傍に荷重が作用する場合の継手挙動を調

べるため，ここでは，曲げ引張力とせん断力が作用する

と考えられる図－3(c)のような片持ち梁型の鋼管継手を

選定し，その損傷状態と耐荷性能を把握することを目的

として静的および動的（中高速）載荷実験を行った．す

なわち，主として曲げ引張力が作用する片持ち梁を供試

体に選び，荷重作用位置を変える（継手遠方と継手近傍

に載荷する）ことにより，曲げ引張力とせん断力の影響

の割合を検討できるように考慮した． 

  

3.2 実験の概要 

実験は，写真－3 に示す中高速載荷装置（最大載荷能

力：静的載荷時 500 kN，動的載荷時 1,000 kN，最大載荷

速度 4.0 m/s）を用いて，静的載荷は載荷装置の油圧を調

整して載荷し，動的載荷は載荷体の載荷速度および押し

込み量を設定して載荷した．ここで，動的載荷の載荷速

度は，これまでの鋼製堰堤の設置事例における設計条件

では 4.0～4.5 m/s の土石流流速が比較的多いこと，また

載荷装置の最大載荷速度が 4.0 m/s であることから 4.0 

m/s とした．しかし，実験における載荷体の載荷速度は

試験装置の関係上約 1.0～2.0 m/s（実測値）であった．ま

た，載荷体の押し込み量は静的載荷で得られた変位量を

もとに設定した．静的載荷実験は，接合ボルトが破断に

至るか，あるいは試験機の最大載荷力 500 kN に達するま

で実施し，中高速（以下，動的と称す）載荷実験は接合

図－3 継手の損傷形態と外力作用位置 
 

(a) 継手直撃型（下流視） (b) 継手間中央型（上流視） (c) 片持ち梁型（上流視） 

外力作用位置 

フランジプレートの開き 
ボルトの破断 

     

ボルトの破断 

（引張側） 

フランジプレートの開き 
ボルトの破断 外力作用位置 

    
（引張側） 

フランジプレートの開き 
ボルトの破断 

フランジプレートの開き 
ボルトの破断 外力作用位置 

       
（引張側） （引張側） 

ெߩ ൌ
௝ܯ

∑y௜
ଶ ൈ ௜ݕ ൑

௜ݕ
௡ݕ
ൈ  ௬்ߩ
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ボルトが破断に至るまで実施した． 

供試体は，図－4 に示すような継手を有する鋼管部材

の片側を冶具により固定した片持ち梁とした．図－4(a)，

(c)は供試体側面，図－4(b)，(d)は供試体正面を示したも

のである．片持ち鋼管はりのスパン長は 1,050 mm，継手

位置は固定端より 200 mm で，継手形式は実際の鋼製堰

堤に用いられているフランジ継手（リブなしフランジ継

手）とし，フランジプレートをあらかじめ鋼管に溶接し

た鋼管部材同士を接合ボルトにより連結する構造とした． 

載荷位置は，図－5(a)，(b)に示すように鋼管はり先端

部（以下，継手遠方と称す）と鋼管はり中央部（以下，

継手近傍と称す）の 2 箇所である．測定項目は，載荷点

荷重，変位およびひずみで，荷重はロードセルにより計

測した．図－5 に示すとおり，変位は載荷部の鋼管はり

上面（D-V），載荷部の鋼管はり下面（D-V-F）および継

手部下面（D-V-L）の 3 箇所についてレーザー変位計に

より測定した．ひずみは，継手から 30 mm離れた継手前

後（載荷側および固定端側）の鋼管上面（E-FU，E-BU）

および下面（E-FL，E-BL）の 4 箇所にひずみゲージを貼

付して測定した．なお，各測定項目の計測時間間隔は，

静的載荷は 1,000 ms，動的載荷では 0.01 ms である． 

 

3.3 供試体 

表－2 に，供試体の諸元を示す．本実験で使用した鋼

管は，一般構造用炭素鋼鋼管（STK490）で，鋼管の直径

および板厚は，実際の鋼製堰堤で用いられている形状・

寸法（直径D = 318.5 mm，板厚 t = 10.3 mm，径厚比D / t 

= 31）とした．実際の鋼製堰堤では，礫衝突を受ける最

上流面に配置される鋼管部材の径厚比D / t は 40 以下の

鋼管が多く使用されている 6)ことから，ここでも径厚比

D / t = 31 の鋼管を使用した．接合ボルトの直径および本

数は，式(1)により継手の曲げモーメント Mj が母材全強

（ここでは鋼管の公称降伏応力315 N/mm2）の75 %以上，

図－4 供試体概要図（単位：mm） 
 

(a) 側面図（鋼管はり先端部（継手遠方）載荷） (b) 正面図（鋼管はり先端部（継手遠方）載荷） 

(c) 側面図（鋼管はり中央部（継手近傍）載荷） (d) 正面図（鋼管はり中央部（継手近傍）載荷） 

写真－3 中高速載荷装置 
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また式(2)によりせん断力 Sjがせん断強度（Sjy = σy /√3 Aw，

ただし，σy：鋼管の公称降伏応力，Aw：鋼管のせん断断

面積（Aw = A / 2）7)，A：鋼管の断面積）以上となるよう

に設計した．フランジプレートは溶接構造用圧延鋼材

（SM490）で，厚さ 28.0 mm，直径 458.5 mm の円形の鋼

板，接合ボルトにはM16 の高力ボルト（F10T）を 12 本

使用した．なお，供試体の製作ではフランジプレートの

平坦度（反り）を±0.5 mm で管理し，ボルト孔の加工後

には孔周辺をグラインダー等で平滑に仕上げて供試体組

立時にはフランジプレート間に隙間が生じないよう接合

ボルトにより締め付けた．また，フランジプレート同士

の接合面は，無塗装（ブラスト処理のみ）としている．

ここで，フランジプレート同士の連結（接合ボルトの締

付け）に際しては，所定の軸力が得られるように次式か

ら求められる締付けトルク値を，トルクレンチを用いて

管理しながら締め付けた． 

 

(3) 

 

ただし，T：締付けトルク値，k：トルク係数値（ここで

はミルシートより 0.166），d：ボルトの呼び径，N：ボル

ト軸力（ここでは高力ボルトM16 で 117 kN）である． 

 

3.4 実験ケース 

実験は，供試体の鋼管径，板厚，部材長および継手強

度（フランジプレートの板厚および接合ボルトの直径お

よび本数）を一定とし，表－3 に示すとおり載荷方法を

静的載荷と動的載荷の 2 ケース，載荷位置を継手遠方と

継手近傍の 2 ケースの計 4 ケースについて実施した．こ

こで，継手遠方とは，図－5 に示すように継手より 800 

mmの位置で実スパン長が 1,000 mmとなる載荷位置，継

手近傍とは継手より 400 mm の位置で実スパン長が 600 

mm となる載荷位置を意味する．本実験では，鋼管のへ

こみ変形の影響を受けない鋼管はり（継手遠方への礫衝

突）の挙動と鋼管のへこみ変形の影響を受ける鋼管はり

（図－3(b)のような継手近傍への礫衝突）の挙動を調べ

るため，継手遠方の場合には載荷時の鋼管のへこみ変形

を防止するため図－4(a)，(b)に示すようなスチフナー（鋼

板 t = 28 mm）で先端部を補強し，継手近傍の場合は補強

していない． 

 

3.5 載荷要領 

(1) 継手遠方載荷の場合 

 写真－4(a)に，継手遠方の静的載荷の実験状況を示す．

まず，静的載荷は載荷装置の油圧を調整して静的に載荷

した．次に，動的載荷は静的載荷で得られたボルト破断

時の変位量（約 35 mm）をもとに，載荷体の押し込み量

を 35 mm，載荷速度を 4.0 m/s に設定して実施した． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

 写真－4(b)に，継手近傍の静的載荷の実験状況を示す．

まず，静的載荷は継手遠方載荷と同様に載荷装置の油圧

を調整して静的に載荷した．なお，静的載荷では載荷容

量の限界（試験機の最大静的載荷能力 500 kN）に達した

ため，最大荷重約 500 kN で載荷を中断した．一方，動的

載荷は載荷速度を 4.0 m/s に設定するとともに，載荷体の

押し込み量を 35 mmに設定して実施した．この理由は，

静的載荷を試験装置の制約により中断したことから，ボ

ルトが破断に至る変位量が不明であったためで，継手遠

図－5 載荷位置と計測位置（単位：mm） 

 

(a) 鋼管はり先端部（継手遠方）載荷の場合 (b) 鋼管はり中央部（継手近傍）載荷の場合 

ܶ ൌ ݇ ൈ ݀ ൈ ܰ 

CASE 
載荷 
方法 

載荷位置 
実スパン長 

(mm) 
鋼管補強 
の有無 

CASE1-1 静的 継手遠方 1,000 有 

CASE1-2 動的 継手遠方 1,000 有 

CASE2-1 静的 継手近傍 600 無 

CASE2-2 動的 継手近傍 600 無 

 

表－3 実験ケース 

項目 規格 形状・寸法 
(mm) 

引張強さ 
(N/mm2) 

降伏応力 
または耐力 

(N/mm2) 

鋼管※1 STK490 D 318.5 × t10.3 541 477 

フランジプレート※2 SM490 φ 458.5 × t28.0 527 382 

接合ボルト※2 F10T M16 ×L85 1,062 1,012 

※1 引張試験（材料試験実施）の結果値 
※2 検査証明書（ミルシート）の値 
 

表－2 供試体の諸元 
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方の動的載荷時の押し込み量と同じ（35 mm）とした．

その結果，載荷による鋼管のへこみ変形が先行し，1 回

の載荷ではボルト破断には至らなかった．そこで載荷後，

再び載荷体位置を鋼管のへこみに接触するように調整し，

2 回目の載荷を行った．この際，2 回目以降の押し込み量

を 30 mm / 1 回に設定し，ボルトが破断するまで載荷を

繰り返した．その結果，4 回目の載荷でボルトの破断が

認められた．この理由は，後述するように先行していた

鋼管のへこみ変形がほぼ停止し，ボルトへの負担が増加

したためと考えられる． 

 

4．実験結果 

 

4.1 荷重と変位の関係 

(1) 継手遠方載荷の場合 

継手遠方載荷の場合の荷重～変位関係を図－6 に示す．

図－6(a)は静的載荷，図－6(b)は動的載荷の場合である．

まず静的載荷の場合，図－6(a)より最大荷重は約 381 kN

で，このときの変位は表－4 に示すとおりである．また，

接合ボルトが破断に至ったと想定される時点（図中の×

印）での変位も表－4 に示したが，接合ボルト破断時の

変位のほうがやや大きい．これは，接合ボルトの局所変

形（伸び）の影響によるものと考えられる． 

次に，動的載荷の場合では図－6(b)より最大荷重は約

380 kN となり，変位は表－4 に示すように静的載荷とほ

ぼ同等の値であった．また，接合ボルトが破断に至った

と想定される時点（図中の×印）での変位も表－4 のと

おりで，静的載荷とほぼ同等であった．つまり，動的載

荷において，載荷速度が荷重～変位関係に与える影響は

あまり見受けられなかった．この理由は，以下のとおり

である．まず動的載荷の荷重～時間関係，載荷部上面の

変位～時間関係および載荷側鋼管上面のひずみ～時間関

係は図－7 に示すとおりであり，図－7(b)の変位～時間関

係から変位速度は約 1.0 m/s となっており，当初設定した

載荷速度 4.0 m/s より遅い．また，図－7(c)のひずみ～時

間関係の勾配からひずみ速度（＝最大ひずみ/経過時間）

を求めると，ߝሶ = 1.2 × 1.0-1 s-1程度であった．ここで，過

去のひずみ速度に関する研究 8)-13)をみると，一般にひず
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(a) 静的載荷（CASE1-1） 
図－6 継手遠方載荷の荷重～変位関係 

 

(b) 動的載荷（CASE1-2） 

載荷部下面 

載荷部上面 

継手部下面 

：最大荷重 
：ボルト破断 

載荷部上面 

載荷部下面 

継手部下面 

：最大荷重 
：ボルト破断 

写真－4 載荷実験状況の一例 
 

(a) 継手遠方の静的載荷（CASE1-1） (b) 継手近傍の静的載荷（CASE2-1） 

 載荷部 継手部 
下面 

(D-V-L) 
(mm) 

上面 
(D-V) 
(mm) 

下面 
(D-V-F) 
(mm) 

静的載荷  

 最大荷重時（381 kN） 30.5 29.9 5.7 

ボルト破断時（355 kN） 34.9 34.5 5.7 

動的載荷  

 最大荷重時（380 kN） 29.4 29.3 6.5 

ボルト破断時（354 kN） 32.7 33.5 7.8 

 

表－4 継手遠方載荷の場合の変位 
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み速度が 1.0-1 s-1のオーダーでは，鋼材の降伏応力や変位

に与える影響は小さいとしている．よって，今回の実験

では載荷速度が遅くなったため，静的載荷と動的載荷で

大きな差異が認められなかったものと推測される． 

なお，図－6(b)の動的載荷では荷重が載荷初期から約

100 kN まで急激に上昇し，その後変位がある程度一定と

なっている．これは，載荷体が鋼管になじむまでの間，

冶具のずれが生じたものと考えられる． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

図－8 は継手近傍載荷の場合の荷重～変位関係を示し

たもので，図－8(a)は静的載荷，図－8(b)は動的載荷の場

合である．まず静的載荷の場合，図－8(a)に示すように

最大荷重が約 502 kN となっている．これは，荷重が試験

機の最大載荷能力 500 kN（静的載荷の場合）を超過した

ことにより載荷を中断したためで，このときの変位は表

－5 に示すとおりである．ここで，載荷部上面の変位は

載荷部下面に比べて大きい値となっているが，これは鋼

管のへこみ変形が生じたためである． 

次に，動的載荷の場合は 3.5(2)で述べたように繰り返

し載荷となり，最終的に 4 回目の載荷で継手の接合ボル

トが破断した．ここで，動的載荷の荷重～時間関係，載

荷部上面の変位～時間関係および載荷側鋼管上面のひず

み～時間関係を示すと図－9 のようになる．すなわち，

図－8(b)および図－9(a)に示すように最大荷重は約 542 

kN（動的の場合の最大載荷能力は 1,000 kN）で，変位は

表－5 に示すように，最大荷重時よりも接合ボルトが破

断に至った時点（図中の×印）のほうがやや大きい．こ

れは，継手遠方載荷の場合と同様に接合ボルトの局所変

形（伸び）の影響によるものと考えられる．ここで，静

的載荷と同程度の変位（押し込み量約 60 mm）となる動
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(b) 動的載荷（CASE2-2） 
図－8 継手近傍載荷の荷重～変位関係 
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(a) 静的載荷（CASE2-1） 
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(a) 荷重～時間関係 (b) 載荷部上面の変位～時間関係 (c) 継手部のひずみ～時間関係 

図－7 継手遠方動的載荷の荷重，変位およびひずみの時刻歴応答 

 

載荷部上面 
載荷側鋼管上面 

表－5 継手近傍載荷の場合の変位 

 載荷部 継手部 
下面 

(D-V-L) 
(mm) 

上面 
(D-V) 
(mm) 

下面 
(D-V-F) 
(mm) 

静的載荷  

 最大荷重時（502 kN）※ 60.8 10.5 5.1 

ボルト破断時（－） － － － 

動的載荷（3回目）  

 最大荷重時（512 kN） 59.8 9.6 3.6 

動的載荷（4回目）  

 最大荷重時（542 kN） 60.9 10.0 3.9 

ボルト破断時（531 kN） 66.7 11.2 4.0 

※試験装置の制約による． 
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的載荷 3 回目までの結果をみると，図－8(b)および表－5

に示すように最大荷重は約 512 kN で，この時点では載荷

速度による荷重～変位に与える影響はあまり見受けられ

ない．これは，継手遠方の動的載荷の場合と同様に，載

荷速度が遅くひずみ速度も同程度であったためと考えら

れる．なお，このときの変位速度は図－9(b)より約 1.0～

2.0 m/s で，ひずみ速度は図－9(c)のひずみ～時間関係の

勾配からߝሶ = 2.2～1.2 × 1.0-1 s-1程度あった．一方，4 回目

の載荷では最大荷重が約 542 kN と大きくなった．しかし，

変位は静的載荷および載荷 3 回目までの値とあまり変わ

らない結果となった．これは，繰り返し載荷によるひず

み硬化の影響 13)により荷重が上昇し，最大へこみ変形に

達した以降は，継手の損傷（ボルトの伸びと破断）へ移

行したためと考えられる．なお，静的載荷と同程度の変

位となる 3 回目の動的載荷での荷重上昇率は約 2 %（512 

kN / 502 kN）で，変位が同等となる動的載荷 3 回目と 4

回目での荷重上昇率は約 6 %（542 kN / 512 kN）あった． 

なお，継手近傍の動的載荷の最大荷重（約 542 kN）は，

継手遠方載荷の場合の最大荷重（約 380 kN）より大きな

値を示したが，これは鋼管はりの載荷位置と固定端まで

の距離の影響（継手近傍のほうが距離が短いこと）によ

り，固定端で一定の応力を発生させるのに必要な作用荷

重が大きくなったためと考えられる． 

ここで，図－7(b)の動的載荷では荷重が載荷初期から

約 100 kN まで急激に上昇し，載荷終了付近の性状が静的

載荷と異なり乱れているが，これは，載荷初期では載荷

体が鋼管になじむまで荷重が上昇することや，載荷終了

時での鋼管のへこみ変形および接合ボルトの伸び等の影

響によるものと考えられる． 

 

4.2 荷重とひずみの関係 

(1) 継手遠方載荷の場合 

図－10 は，継手遠方載荷の場合の荷重～ひずみ関係を

示したもので，図－10(a)は静的載荷，図－10(b)は動的載

荷の場合である．ここで，鋼管が降伏に達しているか否

かを調べるため，降伏ひずみの値 εy = σy / E = 2,385 μ（た

だし，σy = 477 N/mm2，E = 2.0 × 105 N/mm2）を図－10 に

併記した．まず静的載荷の場合，図－10(a)に示すように

荷重の増加に伴い，鋼管上面（E-BU，E-FU）では引張

側，鋼管下面（E-BL，E-FL）では圧縮側のひずみが生じ

ている．また，引張側および圧縮側ともひずみは比例的

に増加し，鋼管が降伏に達するまでの荷重約 300 kN 程度
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図－10 継手遠方載荷の荷重～ひずみ関係 
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図－9 継手近傍動的載荷の荷重，変位およびひずみの時刻歴応答 

 

載荷部上面 

載荷側鋼管上面 

1回目 

4回目 

2回目 

3回目 

1回目 
2回目 
3回目 

4回目 

1回目 
2回目 

3回目 

4回目 

-814-



 
 

まではほぼ同等の値を示した．しかし，鋼管が降伏に達

した以降，荷重が約 350 kN 付近になると鋼管上面の引張

側のひずみが反転して減少し始め，鋼管下面の圧縮側で

は荷重の増加は少ないものの，ひずみのみが増加する．

この原因は荷重の増加につれ，引張側となる最上部付近

の接合ボルトが伸び始めることに起因し，鋼管上面の引

張側ではひずみが減少し，鋼管下面の圧縮側ではひずみ

が増加したものと推測される． 

次に，図－10(b)に示す動的載荷の場合でも静的載荷と

ほぼ同様な傾向が認められ，荷重の増加に伴い鋼管上面

では引張側，鋼管下面では圧縮側のひずみが生じている．

なお，動的載荷では鋼管下面の固定端側（E-BL）のひず

みが載荷側（E-FL）のひずみより大きくなることが確認

された．これは，鋼管はり固定端における局部座屈 14)の

影響により圧縮側のひずみが増大したためと推察される． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

図－11 は継手近傍載荷の場合の荷重～ひずみ関係を

示したもので，図－11(a)は静的載荷，図－11(b)は動的載

荷の場合である．ここでも降伏ひずみの値（εy = 2,385 μ）

を図－11 に併記した．まず静的載荷の場合，図－11(a)

に示すように荷重の増加に伴い鋼管上面では引張側，鋼

管下面では圧縮側のひずみが生じる．また，鋼管上面の

載荷側（E-FU）のひずみが顕著に大きくなることが認め

られた．これは，鋼管のへこみ変形の影響によるものと

考えられる．つまり，載荷によって鋼管のへこみ変形が

進行することにより鋼管上面の載荷側が降伏に達し，塑

性ひずみがより増大したものと考えられる．なお，静的

載荷では試験装置の制約により載荷を中断した影響もあ

り，図－11(a)に示すように鋼管下面では鋼管は降伏に至

らず，発生ひずみも小さい． 

次に，動的載荷の場合，図－11(b)に示すように静的載

荷と同様に鋼管上面では引張側，鋼管下面では圧縮側の

ひずみが生じ，鋼管上面の載荷側（E-FU）のひずみが顕

著に大きくなることが認められた．また，鋼管下面では

鋼管は降伏に達しておらず，発生ひずみも小さいことが

わかる．これは，圧縮側のひずみが降伏ひずみに達する

前にボルトが破断したためと考えられる． 

 

4.3 継手部の開き 

(1) 継手遠方載荷の場合 

写真－5 に継手遠方載荷の場合の継手部の開き状況を

示す．ここで，写真－5(a)は静的載荷，写真－5(b)は動的

載荷後の状況である．継手遠方載荷の場合，静的載荷お

よび動的載荷ともに 2 mmであった．これは，4.1(1)で述

べたように動的載荷の変位速度が小さく，ひずみ速度効

果の影響をあまり受けていないためと考えられる． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

写真－6 に継手遠方載荷の場合の継手部の開き状況を

示す．ここで，写真－6(a)は静的載荷，写真－6(b)，(c)

は動的載荷後の状況である．まず静的載荷の場合，載荷

中断（最大荷重約 502 kN）時で継手部の開きは 0.5 mm

であった． 

一方，動的載荷では 1 回目 1 mm，2 回目 1 mm，3 回

目 0.5 mm，4 回目 39.5 mmの累計 42 mm となった．ここ

で，動的載荷3回目までの結果をみると，荷重は約512 kN

で静的載荷の荷重（502 kN）よりやや大きいものの，継

手部の開きは2.5 mm（静的載荷時の5倍）となっている．

すわなち，継手近傍載荷では動的載荷のほうが継手部の

開きが大きくなることが確認された．これは，4.1(2)で述

べたように繰り返し載荷の影響によるものと考えられる．

さらに，4 回目の載荷ではボルトの破断に伴い，継手部

に大きな開き（42 mm）が確認された．これは，鋼管の

へこみ変形が最大に達したため，接合ボルトへの荷重負

担が一挙に増加したためと考えられる． 

なお，継手遠方載荷および継手近傍載荷ともにフラン

ジプレートには曲がりなどの変形や損傷は認められなか

った．よって，継手部の開きは接合ボルトの損傷（伸び

や破断）によるものと判断される． 
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(a) 静的載荷（CASE2-1） (b) 動的載荷（CASE2-2） 
図－11 継手近傍載荷の荷重～ひずみ関係 
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4.4 鋼管のへこみ変形（継手近傍載荷のみ） 

写真－7 に，継手近傍載荷の場合の鋼管のへこみ変形

状況を示す．ここで，写真－7(a)は静的載荷，写真－7(b)，

(c)は動的載荷の状況である．まず，静的載荷の鋼管のへ

こみ変形は δ = 約 50 mmでへこみ率（へこみ変形 δ / 鋼

管径 D）は 16 %であった．静的載荷と同程度の変位と

なる動的載荷 3 回目までのへこみ変形の進行は，1 回目

約 27 mm，2 回目約 15 mm，3 回目約 8 mmと徐々に小さ

くなり，3 回の累計 δ = 約 50 mm（荷重約 512 kN）で静

的載荷とほぼ同等となった．つまり，3 回目までは動的

載荷がへこみ変形に与える影響を受けていない．これは，

4.1(2)で述べたように変位速度が小さく，ひずみ速度の影

響をあまり受けないためと考えられる．なお，ボルトが

破断した 4 回目の載荷では，荷重は約 542 kN で 3 回目よ

り大きな荷重が作用したが，へこみ変形の進行はさらに

小さくなり（約 6 mm），累計 δ = 約 56 mm（へこみ率 = 

δ / D = 18 %）であった．つまり，これが最大へこみ変形

となり，以降，継手部へ荷重負担が移行したものと考え

られる． 

 

4.5 接合ボルトの損傷（伸びおよび破断） 

(1) 継手遠方載荷の場合 

写真－8 に継手遠方載荷の場合の接合ボルトの損傷

（伸びおよび破断）状況を示す．ここで，写真－8(a)は

静的載荷，写真－8(b)は動的載荷後の状況である．接合

ボルトの損傷位置および損傷形態をまとめると図－12

のとおりとなる．まず静的載荷の場合，図－12(a)より最

上端部から 5 本の接合ボルトが破断し，局所変形（伸び）

が生じた本数は 2 本で，損傷位置は環状に左右対称であ

った．この原因は，曲げ引張りによる影響と考えられる．

一方，図－12(b)に示す動的載荷の場合も静的載荷と同様

な損傷位置と損傷形態であった．つまり，載荷速度の影

響をあまり受けていないものと考えられる．これは前述

したとおり，変形速度が約 1.0 m/s（ひずみ速度では 1.2 × 

10-1 s-1）で小さかったためである． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

写真－9 に継手近傍載荷の場合の接合ボルトの損傷状

況を示す．ここで，写真－9(a)は静的載荷，写真－9(b)，

(c)は動的載荷後の状況である．接合ボルトの損傷位置お

よび損傷形態をまとめると図－13 のとおりとなる．まず

42 mm 

写真－6 継手近傍載荷の継手部の開き状況 

 

写真－5 継手遠方載荷の継手部の開き状況 

 

(a) 静的載荷（CASE1-1） (b) 動的載荷（CASE1-2） 

(a) 静的載荷（CASE2-1） (b) 動的載荷（CASE2-2）：3 回目 

2 mm 

2 .5mm 

(c) 動的載荷（CASE2-2）：4 回目 

(b) 動的載荷（CASE2-2）：3 回目 (a) 静的載荷（CASE2-1） 

写真－7 継手近傍載荷の鋼管のへこみ変形状況 

 

(c) 動的載荷（CASE2-2）：4 回目 

へこみ変形50 mm 

へこみ変形50 mm 

へこみ変形56 mm 
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静的載荷の場合，図－13(a)に示すように局所変形（伸び）

を生じた接合ボルトが 3 本であった．一方，動的載荷の

場合では，まず静的載荷と同程度の変位となる 3 回目（荷

重約 512 kN）までの状況をみると，写真－9(b)に示すよ

うに接合ボルトの破断は認められなかった．しかし，継

手部には開き（2.5 mm）が確認されていることから，静

的載荷と同様に図－13(b)に示すような位置では接合ボ

ルトの局部変位（伸び）が生じているものと推測される．

次に，動的載荷 4 回目（最大荷重約 542 kN）では，写真

－9(c)，図－13(c)に示すように接合ボルトの破断が8本，

局所変形（伸び）が 3 本と大きな損傷を受けた．また，

継手断面の引張側のみではなく，圧縮側の接合ボルトも

損傷を受けたため，継手全体が破断に至ったものと推測

される．これは，繰り返し載荷によるひずみ硬化の影響
13)により作用する荷重が大きくなり，これが多数のボル

トの破壊に繋がったものと考えられる． 

 

4.6 接合ボルトの破面 

写真－10 に接合ボルトの損傷状況の一例，写真－11

に破断した接合ボルトの破面の一例を示す．損傷（伸び

あるいは破断）を受けた接合ボルトは，すべてが写真－

10 に示すようにねじ部が伸びてくびれが生じているこ
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図－13 継手近傍載荷の接合ボルトの損傷位置 
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：破断なし ：破断なし 

（推定） 

設計上の中立軸 設計上の中立軸 設計上の中立軸 

写真－8 継手遠方載荷の接合ボルトの損傷状況 
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(b) 動的載荷（CASE1-2） (a) 静的載荷（CASE1-1） 

載荷方向 載荷方向 
：破断 5本 ：破断 5本 

設計上の中立軸 設計上の中立軸 

破断 

伸び 

写真－9 継手近傍載荷の接合ボルトの損傷状況 
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とが確認された．つまり，すべての損傷を受けた接合ボ

ルトには，曲げ引張力が作用していたことがわかる．ま

た，破断した接合ボルトは，すべてねじ部で破断してお

り，破断部がくびれて延性的に破断していた．破面の形

態を走査顕微鏡により調べた結果，写真－11(a)に示すよ

うな「曲げ引張り」による破面と写真－11(b)に示すよう

な「曲げ引張りとせん断」による破面の 2 タイプが認め

られた．つまり，写真－11(a)の曲げ引張りにより破断し

た破面には，破面中央から放射状に内部亀裂が確認され

たが，写真－11(b)の曲げ引張りとせん断により破断した

破面からは内部亀裂は認められなかった．載荷方法と載

荷位置の違いによる破断ボルトの破面形態を示すと表－

6 のようになる．すなわち，継手遠方載荷の場合に比べ，

継手近傍載荷の場合のほうは「曲げ引張りとせん断」に

より破断した接合ボルトの本数が多く確認された．これ

は継手近傍載荷の場合，曲げ引張りによる接合ボルトの

局部変形（伸び）が発生するものの，鋼管はりのスパン

長が短いことから，せん断力の影響が大きくなったため

と推測される． 

 

5．継手部の検討 

 

5.1 継手部での作用力（断面力） 

継手遠方載荷および継手近傍載荷において，静的載荷

と動的載荷の最大荷重時における継手部に作用した断面

力（曲げモーメント Mjおよびせん断力 Sj）と発生応力，

および設計時の継手強度を比較すると表－7 のようにな

る．ここで，各断面力は図－14 を参照して式(4)，(5)に

より算出した．また，実験での曲げ応力は最大荷重から

式(4)，(6)を用いて算出し，設計での荷重は継手強度（315 

N/mm2 × 0.75 = 236 N/mm2）から式(7)により算出した． 

 

(4) 

(5) 

 

(6) 

 

(7) 

 

ただし，Pmax：最大荷重，xm：荷重作用点から継手まで

の距離，σj：継手部の発生応力，Z：鋼管の弾性断面係数． 

これより，設計時の継手強度に対応する荷重は，表－7

に示すように継手遠方載荷で約 220 kN，継手近傍載荷で

は約 440 kN となる．つまり，設計では継手遠方載荷で

220 kN，継手遠方載荷で 440 kN の耐荷力を有する継手

（接合ボルトの直径および本数）を保持していることに

なる． 

(1) 継手遠方載荷の場合 

表－7 より，静的載荷と動的載荷のいずれも同等の曲

げモーメントとせん断力が作用していることがわかる．

௝ߪ ൌ
௝ܯ

ܼ
 

௝ܲ ൌ
௝ܼߪ
௠ݔ

 

 

実験 
（最大荷重時） 

設計での設定値 
（公称降伏応力） 

実鋼管での計算値 
（材料試験値） 

継手遠方載荷 継手近傍載荷 継手遠方 
載荷 

継手近傍 
載荷 

継手遠方 
載荷 

継手近傍 
載荷 静的 動的 静的※ 動的 

荷重 PmaxまたはPj (kN) 381 380 502 542 220 440 444 888 

曲げモーメント Mj (N・m) 305 304 201 217 131 131 264 264 

曲げ応力 σj (N/mm2) 409（1.7） 408（1.7） 270（1.1） 291（1.2） 236 236 477 477 

せん断力 Sj (kN) 381（1.7） 380（1.7） 502（1.1） 542（1.2） 220 440 444 888 

※試験装置の制約による．注）括弧内の数字は設計値との比率を示す． 
 

表－7 実験時と設計時の継手部に作用した断面力 

௝ܵ ൌ ௠ܲ௔௫ 

௝ܯ ൌ ௠ܲ௔௫ ൈ  ௠ݔ

写真－11 破断した接合ボルトの破面の一例 

 

(b) 曲げ引張りとせん断 (a) 曲げ引張り 写真－10 接合ボルトの損傷状況の一例 

 

ボルトの伸びとくびれ 

表－6 破断ボルトの破面形態 

CASE 
載荷 
方法 

載荷 
位置 

破面形態 

曲げ引張り 
曲げ引張り

とせん断 

CASE1-1 静的 継手遠方 4本 1本 

CASE1-2 動的 継手遠方 4本 1本 

CASE2-1 静的 継手近傍 － － 

CASE2-2 動的 継手近傍 3本 5本 

 図－14 継手部での断面力算定図 
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また，静的載荷では曲げ応力 409 N/mm2，動的載荷では

曲げ応力 408 N/mm2が継手部に作用したことになる．つ

まり，静的載荷および動的載荷ともに設計時の継手強度

（236 N/mm2）の約 1.7 倍の応力が作用して継手の損傷

（接合ボルトの伸びおよび破断）が生じたことがわかる．

さらに，実験で用いた鋼管の降伏応力（材料試験値）は

477 N/mm2であり，実鋼管に対する継手部への曲げ応力

は，鋼管の降伏応力の約 0.9 倍（静的，動的約 408 N/mm2 

/ 477 N/mm2）に相当する． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

継手遠方載荷と比べ静的および動的載荷ともに作用す

る曲げモーメントは小さいものの，せん断力が大きいこ

とがわかる．とくに，動的載荷の場合，せん断力が大き

く作用している．つまり，継手近傍の動的載荷の場合に

は，曲げモーメントとせん断力は同時に作用するが，曲

げモーメントに比べせん断力のほうが卓越している．ま

た，継手部での曲げ応力は静的載荷で 270 N/mm2，動的

載荷では 291 N/mm2であり，静的載荷では設計時（236 

N/mm2）の約 1.1 倍，動的載荷では約 1.2 倍の応力が作用

して継手が損傷（接合ボルトの伸びおよび破断）したこ

とになる．なお，継手部への作用応力は静的および動的

載荷とも鋼管の降伏応力（477 N/mm2）の約 0.6 倍に相当

する． 

 

5.2 接合ボルトの耐力比較 

ここで，設計時と実験時（最大荷重時）の接合ボルト

1 本あたりに作用する力を，表－7 の値をもとに式(1)，(2)

により求め，接合ボルト 1 本あたりの耐力と比較すると

表－8 のとおりとなる．なお，ボルトの降伏耐力 σybはミ

ルシート値（1,012 N/mm2）とした．さらに，表－9 はボ

ルト 1 本の耐力照査を示したものである． 

(1) 継手遠方載荷の場合 

表－9 の照査 1 の左欄は，実験で作用した曲げ引張力

ρM を接合ボルトの曲げ引張耐力 ρTy と比べたもので，静

的および動的載荷とも約 1.5 倍（ρM / ρTy）となる．これ

は，最大荷重時にはボルト 1 本あたりの曲げ耐力の約 1.5

倍の曲げ応力が作用していることを示している．一方，

せん断力 ρSはせん断耐力 ρτyに比べ，静的および動的載

荷とも 0.3 倍（ρS / ρτy）となり，接合ボルトのせん断耐力

を超えていない． 

(2) 継手近傍載荷の場合 

曲げ引張力 ρMは，接合ボルトの曲げ引張耐力 ρTyに比

べ，静的載荷で約 1.01 倍，動的載荷では約 1.1 倍となる．

一方，せん断力 ρSはせん断耐力 ρτyに比べ，静的および

動的載荷とも約 0.4 倍であり，継手遠方載荷に比べ，曲

げ応力の比率は小さいが，せん断応力の比率がやや上昇

していることが認められた． 

以上の結果から，継手遠方載荷ではボルト 1 本に対し

曲げ引張力が支配的となり，接合ボルトが破断あるいは

伸びが生じたものと考えられる．一方，継手近傍載荷で

は，繰り返し載荷の影響もあるが，載荷位置の影響によ

りせん断力の影響が高まり，破断した接合ボルトにも「曲

げ引張りとせん断」の破面形態が確認されている． 

よって，曲げ引張力とせん断力が同時に作用する場合

のボルト 1 本あたりの照査式として次のような照査式 5)

の検討も必要である． 

 

(8) 

 

この式を用いて計算すると，表－9 の照査 2 のように

なる．今回の実験では，継手近傍載荷でせん断力が大き

く作用したが，主として曲げ引張力が支配的となってい

ることがわかる．しかし，土石流中の礫衝突を対象とす

る場合，礫の衝突位置を推定することは困難であること

から，鋼製堰堤の継手の設計においては，式(1)，(2)の検

討に加え，接合ボルトの耐力に大きな偏りが生じないよ

うに式(8)の検討も必要である． 

 

5．結 論 

 

本実験では，フランジ継手を有する片持ち鋼管はりを

対象に，載荷方法（静的，動的載荷）および載荷位置の

違いによる継手の耐荷性能について検証したものある．
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照査 1 照査 2 

曲げ 
引張力 
ρM /ρTy 

せん断力 
 

ρS /ρτy 
√((ρM /ρTy)2 + (ρS /ρτy)2) 

設計時 0.89 0.64 1.10 

実 
験

時 

継

手

遠

方 

静的 1.54 0.27 1.56 

動的 1.53 0.27 1.55 

継

手

近

傍 

静的 1.01 0.36 1.07 

動的 1.09 0.38 1.15 

 

表－9 接合ボルトの照査 

 

作用力 耐力※ 

曲げ 
引張力 
ρM (kN) 

せん断力 
 

ρS (kN) 

曲げ 
引張力 
ρTy (kN) 

せん断力 
 

ρτy (kN) 

設計時 141 76 

159 
(141) 

118 
(104) 

実

験

時 

継

手

遠

方 

静的 245 32 

動的 244 32 

継

手

近

傍 

静的 161 42 

動的 174 45 

※上段はミルシート（1,012 N/mm2），下段の括弧書きは公称降伏応力 
（900 N/mm2）により算出． 

 

表－8 接合ボルト 1 本あたりの作用力と耐力 
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本実験の成果をまとめると以下のようになる． 

(1) 継手遠方載荷では，静的および動的載荷とも荷重～

変位関係（最大荷重約 380 kN，破壊変位約 30 mm）およ

び継手の損傷度合い（ボルト破断 5 本）が同等となり，

動的載荷の影響は認められなかった．これは載荷速度が

約 1.0 m/s と遅く，ひずみ速度も 1.0-1s-1程度であり，ひず

み速度の影響を受けなかったためと考えられる． 

(2) 継手近傍載荷では，まず静的載荷では試験装置の制

約による載荷中断時で荷重約 502 kN，最大へこみ変形が

約 50 mm（鋼管の約 16 %）生じた．また接合ボルトの伸

びは 3 本生じたが，破断は認められなかった． 

(3) 次に，継手近傍の動的載荷では，ボルトの破断に至

るまで繰り返し載荷を行った．その結果，最大荷重約 542 

kN で破壊変位は約 61 mm（最大へこみ変形約 56 mm）

を生じ，接合ボルトの破断が 8 本認められた．なお，継

手近傍載荷でも載荷速度が遅く（変位速度約 1.0～2.0 

m/s），ひずみ速度は約 10-1 s-1でありひずみ速度の影響は

受けていないものと考えられる． 

(4) また，継手近傍の静的載荷と動的載荷 3 回目（静的

載荷と同変位）までの動的載荷を比較すると，変位およ

びへこみ変形は変わらないが，動的載荷のほうが継手部

の開きおよび荷重がやや大きくなった．さらに，4 回目

の載荷でも変位はほぼ同等であるものの，荷重がさらに

大きくなることが認められた．これは，繰り返し載荷に

よるひずみ硬化の影響によるものと考えられる． 

(5) 接合ボルトの破断形態には，「曲げ引張り」による

破壊と「曲げ引張りとせん断」による破壊が認められ，

継手近傍の動的載荷の場合は後者が多い傾向が見受けら

れた．これは継手近傍載荷の場合，継手部に作用するせ

ん断力が大きくなるためである． 

(6) 今回の実験では，継手部の損傷は主として曲げ引張

力が支配的であったが，継手近傍載荷の場合のように，

接合ボルトに作用するせん断力の影響が大きくなる場合

もある．今後の設計では，曲げ引張力とせん断力を同時

に考慮した照査式（式(8)）の検討も必要になると考えら

れる． 

 

今後，ボルト自体の破断形態について載荷速度の影響

を調べる必要がある．また本実験のシミュレーション解

析を行う予定である． 
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